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1
はじめに レ
本論の目的は、購買行動にたいする所得の影響を分析することである。特に、高価格の製品を購
買・消費するという消費者の行動を取り上げ、その行動にたいする所得の影響を探るものである。
消費者が製品を買うのは、その製品を消費・使用するこどから得られる欲求の充足を獲得する
ためである。しかし、製品は有限であり、製造あるいは流通のためのコストが掛かっている。そ
れを手に入れるためには、価格に応じたお金が必要である。欲求は無限に拡大しうるが、所得は有
限の範囲内に留められる。その意味において、所得は目的達成のための手段であ りそして制約で
ある。
ガルブレイス（.K.Galbraith ）が、40年程前、『ゆたかな社会』を著した1)。それ以降、私たち自
身はゆたかな社会に住み、ノモノが豊富にある生活を営んでいると思っているレそして、そのような
社会では、経済的余裕からか製品の購買のための所得制約は、あまり意識されていないかのように
扱われているノしか七、いくらゆたかな社会になったとは言え、経済的な「お金」の問題は消費者
にとって重要な問題である。欲しいもの全七を買うことはできない。
購入しようとする製品と所得制約をどのように調和させるのか。意思決定者である消費者の違い、
購入しようとする製品の価格の違いが、所得の消費者行動への異なった影響関係を生じさせる。本
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論では、消費者の違いは所与のものとL て、製品価格の違いと所得の影響関係を考察する。
既刊の拙論では、低価格製品2)と中価格製品3)の購買にたいする所得の影響を実証分析した。そこ
で今回は、高価格製品の場合における購買行動への所得の影響を考察し、実証分析を行う。
1. 所得とは
所得は、消費者の目的達成のための手段でありそして制約である。すなわち、消費者は、欲求
充足を求めて、製品、サービスそしてアイディア（以下、製品、サービス、アイディアと記述す
ることは冗漫なので、製品という語で3 者の意味を包含するものとする）を購入する。購入する
ためには、価格に応じたお金が必要である。欲求は無限に拡大しうるがレ 所得は有限の範囲内に
留められる。その意味において、所得は目的達成のための手段でありそして制約である。したがっ
て、消費者は、その所得制約の下において、できる限り自身の効用i）を極大化しようとするので
ある。
所得は消費者（購買）行動にたいして過去、現在、未来という時間次元を持った要因として関係
してくる5)。 ∧
現在の所得は、買う能力に直接関係している。それは経済学の所得制約として、一般に認められ
るところである。一般に所得水準が高いほど購買・消費する製品の種類と消費量は多い。このこと
バま限界効用逓減の法則を前提とするならば、論理的に帰結できる。
通常、所得というとき、私たちは年間所得や月間の給与所得をさして使用する。しかし、後に記
述するように、消費者行動をより精密に分析するためには、所得はそれよりさらに小さな金額ベー
スのもの、すなわち次の給料日までの現金残高、あるいは買い物時点において所持している現金数
量なども、当然所得概念に含まれるものである。本論では、これらの残余のあるいは小さな金額
ベースのお金も所得概念に含めて考察する。
過去の所得と所得制約の関係に関しては、トービン（J.Tobin）により提出されている仮説が、こ
こでの考察にとって有効である。すなわち、それは個人の購買行動において、手持ち現金を含めて、
その他の金融資産（銀行預金、債券、株式証券など）の放出により、消費支出が行われる可能性を
それは指摘している6）。その仮説を認めるならば、現時点における所得制約を考えるとき、過去の蓄
えで現時点で所得に変換可能なものをも考慮しなければならない≒ 実物資産である土地、建物の
ような不動産、あるいは自動車のような耐久消費財 乱 換金の速度は遅いが換金可能である8)。した
がって、それらは十分所得の代わりを務めることが出来る。このような場合、所得制約は所得フ
ロ ―の範囲に限られず、ストックの部分まで含めなければならないのである。
実物資産あるいは金融資産が、過去の所得の蓄えであり、その資産の換金化か過去の資産の現在
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化という意味を持つとするならば、将来の資産あるいは所得の現在化とい う意味において、 クレ
ジット（消費者信用）の存在を考慮七なければならない。それは、今は手元にはないお金を、未来
から借りてきて現在の購買に充て、そしてその支払いを未来に委ねるのである。それは、未来の所
得により現在の所得制約を緩めることである9ト しかし、それは過去の蓄えに限りがあるように、未
来の蓄えにも限りがあり、個人の借金の能力、あるいは返済能力に依存する。いくらぐらいの金額
が借りられるか、その場合の利率は何％か、そしてどのくらいずつ返済し、いつ完了するか、とい
うことを考える。したがって、個人の判断（お金を借りる側）と他人の判断（お金を貸す側）によ
り可能な範囲で所得制約を緩めるということになる。しかし、いずれにしても未来の所得と言いな
がらレ 現在の所得制約、すなわち「買う能力」に直接影響を与えるのである。
2. 所得と製品価格 ：
経済学理論では、個々の消費者は、ある所得制約の下に、数多くある製品の中から最大の満足を
もたらすような諸製品の組み合わせを見つけだし、その満足総量を極大化しよう とする。それは、
どのような種類の製品を購入するのか、そして購入しようと決めた製品をどのくらいの数量で購入
すると満足総量を極大化できるのかという問題である。この問題にたいして、経済学は、通常、消
費者がある時点のある所得制約下における製品購買の組み合わせでもって、いかに効用を極大化す
るかどいう形式で数学的にその問題を処理七ている10）。それは、あたかもある1 時点をとったとき
に、消費者が、瞬間的にあらゆる製品情報を収集し、どの製品を、どの程度購入するかを決定して
いるかのようにみなすことによってなされる。たとえれば、それはある消費者が月の給料を貰った
時点において、その月の1 か月間の消費支出を全て決定することと同義になる。
実際の消費者行動を観察、あるいは内観すると、そのようなことはあり得ない。消費者は、使用
可能な所得を一挙に支出しない。逐次的に、時間を追いながら製品種類と購入数量を検討し、決定
していく。
理性的な思考では、1 か月間であるならば、1 か月の範囲で所得制約を考慮して製品購入を決
定する。しかし、現実には、消費者は、日常的に常にその思考範囲を全体的な視野、ここでは1
か月の所得制約を睨みっつ購買意思決定を行い続けているとは考えられない。その行動は、予想
以上に場当たり的である。購入する製品種類によっては、あまり深く考えず購入する場合もある
し、あるいは熟慮の上で購入する場合もある。それは、所得制約としてのお金を 考えたときも同
様である。特に、製品価格が所得に比較して、相対的に低い場合と高い場合には、異なった思考
が働く。 上
一般的には、製品価格と所得制約の関係ぱ次のように説明できる。最寄品（日用品）の。ような低
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価格製品の場合は、購入時点における給料日までの現金（預金）残高、あるいは今その時点でサイ
フめ中に入っている金額に、その意思決定が左右される。家電製品のような中価格製品の場合は、
月々のローン支払い4 ボーナス日＝括払い、あるいは現金支払いを検討し、月々の給料に見合った
支払い方法を検討する。家とか土地のような高価格製品の場合は、個人あるいぱ家族世帯の年間所
得ベースで、ストックの使用という過去の所得と長期のロ―ンを組むという未来の所得を含めて所
得制約が考慮される。 ニ ＝
この/ように購入しようとする対象物の価格に応じて、個人の所得制約の内容も変化対応すると考
えられる11)そしてそれはまた、消費者が買おうどする意思の程度により、自身のストッダをどこ
まで持ち出すのか、あるいはクレジヅトをどの程度利用するのかにより、所得め制約程度が大きく
異なってくるということも指摘できる12）。
3. 仮説 ＼ ◇ ト △ ・ ’・。
｜
以前の拙論においては、低価格の製品で、かつ購買意思決定時点に限りなしく近い購買行動にた
いする所得の影響を分析した。具体的には、低価格製品の購買金額（昼食代）は、経済的変数と
しての所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得の多少によって影響されるということを実証分析した。
すなわち、次の仮説の下にそれを検証した。仮説：『低価格商品の場合、＼その購買に最も大きな
影響を与える所得は、そめ時に持っている所持金額である』。この仮説にたいして、重線形回帰式
モデルをあてはめて、統計的検定を行った。その結果は、これらの変数のうぢ1 ヵ月のお金のみ
が、統計的に有意な値を示していた。したがって、この仮説は、明瞭に支持されるということが
検証された。 十 犬 犬
さらに、その後の拙論において、いま少し価格帯の高い製品において、すなわち、低価格製品と
高価格製品の中間ということで、中価格の製品の購買にたいする所得の影響を実証分析した。具体
的には、中価格製品（■:;>ーンズ、靴）の購買数量は、所得変数としての所持金額、1 ヵ月のお金、
年間所得、貯蓄残高、ローンの多少によって影響されるというモデルを設定した√低価格製品の場
合に比較して、経済的変数として、過去の所得の代理変数である貯蓄残高、未来の所得の代理変数
であるローンの使用状況を加えているのが特徴であり、違いである。 し
方法論的には、中価格製品の購買数量を従属変数、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残
高、ローンを独立変数とした重線形回帰式モデルを設定した。そして、それを下記の仮説のもとに
統計的に検証した。仮説：『中価格製品の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、
ロ―ンのうち、その購買に最も大きな影響を与える所得は、卜
の仮説は、ほとんど支持できるということがわかった。 ダ
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そこで本論は、前2 論文の延長上に、高価格製品の場合り所得の影響を分析することが目的とな
る。下記の仮説を設定した。 ∧
仮説：『高価格製品の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、ローンのうち、そ
の購買に大きな影響を与える所得は、年間所得である』
この仮説は、次の補足が必要である。高価格製品の購買に大きな影響を与えると予測されるのは、
年間所得であるが、次いで、貯蓄残高とローV が購買にたいして大きな影響力をもっているであろ
う、という含みを持っている／
A ご 実 記二令 妬・1 。。711 。 ゛ ・ 。 。・‘
、。j
’／ 叫
。、J'Wll ・ ・ 。・ 。
仮説 を検 証す るため に 、従 属変 数 と独立 変 数 にた い し て、そ れぞ れ 次 の測度 を 使 用 した 。 従 属変
数 であ る 「高価 格 製品 の購 買」 は、 消 費 者 のパ ソコ ン・ ワ ープ ロの所有 ・非所 有 と 自 動 車運 転 免許
証 の所 有 ・非所 有 であ る。 他 の独立 変 数 に関 し て は、 次 の よ うに測 定 した 。「所 持 金 額 」 は 、 ア ソ
ケゞ ト収集 時点 に おけ る消費 者の 手 持ち 金額 で あ る。「1 ヵ月 のお金 」は、消費 者 の自 由 裁量 所 得を
意味 し 、生活 費 を除 い た学 生 自身 が自 由に 使 え る金 額 であ る。「年 間所 得 」は 、消 費 者 が所 属 す る家
庭 の年 間所 得 で あ る。「貯 蓄 残高」 は 、消 費 者 自身 の過 去 の蓄 え であ る貯 蓄金 額 で あ る。fp －ソ］
は、 消 費者 の 現在 の ロ ーン支 払状 況で あ り、 月 々 の支 払金 額を 回答 し て もら った。 そ れ は、 消 費者
の未来 の所 得 の利 用状 況 を測 定し てい る。 ト
分析 に使 用 した 変数 の 統計 的概 要は 下 記 の よ うに 示 さ れ る13)。 従 属変 数 であ る パ ソ コ ン ・ ワ ープ
ロの平 均所 有率 は68.9 ％ 、 自動車 運転 免 許証 の平均 所 有率 は43.6 ％で あ った。 独 立 変 数 で あ る平均
所 持金 額 は8,484.7 円 、1 ヵ月 の平均 自 由裁量 所 得 は42,448.5 円、平 均貯 蓄残 高 は2.5 （質 問 選択 肢1.6
万 円未満 、2.6 ～10 万円 未満 、3.10 ～15 万 円 未満、4.15 ～20 万 円未 満 、5.20 ～25 万
円 未満 、6.25 ～30 万 円 未満 、7.30 ～35 万 円未満 、8.35 万 円 以上 、 の うち選 択 肢2 と3 の中 間
値を 示 し てい る）、 平均 ロ ー ン支払 額 は1.4 （質 問 選択 肢1. ロ ー ン は な し 、2.5 千 円 未 満3.5
千 円-l 万 円 未満 、4.1 ～2 万 円 未満 、5.2 ～3 万 円未満 、6.3 ～4 万 円未 満、7.4
～5 万 円未満 、8.5 万 円以上 、の うち 選択 肢1 と2 の中 間的 値 を示 して い る）、家 庭 の平 均 年 間
所 得は4.4 （質 問 選択肢1.600 万 円未 満 、2 ／600 ～700 万 円 未満 、3.700 ～800 万 円未 満、4.800
～900 万 円 未満 、5.900 ～1,000 万 円未 満6 レ1,000 ～1,100 万 円 未満 、7.1,100 ～1,200 万 円未
満、8.1,200 万 円以上 、 の うち選 択 肢4 と5 の中 間 的値 を示 し てい る） で あ る。 他 の詳 細 な 数 値
は、 表1 に 示 さ れる。 十 卜2
6パソコ~y・ワープロ
運転免許証
所持金額1
ヵ月のお金
年間所得
貯蓄残高
ロ―ン
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表1 使用変数の概要
平均値0.6890.4368,484.71842,448.4684.3572.5381.432標準偏差0. 640.49210,880.99725,994.8852.2072.1291.294最小値
??
3,000
??
最大値
?
150,000
150,000
??
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分析に使用した標本数は、361である。その標本対象者は、東洋大学の学生である。分析対象の標
本特性を記述すると、下記のようになる。平均年齢は19.9才、男女の内訳は、男子学生が247名、女
子学生が108名、性別無回答が6 人である。
標本が学生に限られているのは、偏った標本と言えるが、それは逆に分析において次のメリット
を指摘できる。所得の購買行動への影響を測定するとき、他の条件をニ定の下においてモれを行う
ことを可能にしている。すなわち、購買行動に影響を与えるであろういくつかの要因、たとえば、
年齢、職業、情報処理能力などの違いに基づく購買行動の違いを、学生という標本に限定すること
により、ある程度なくしている。
(1) パソコン・ワープロの分析
「消費者の経済的要因である所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そして ローンの変
動が、消費者のパ ソコン・ワープロの所有・非所有の変動に影響を与える」とい う操作 モデルを設
定した。数学的な表現で示 すと、下記の ようになる。
パソコン・ワープロの所有・非所有＝n( 所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得 、貯蓄残高、ローン)
パソコン・ワープロの所有・非所有は、所持金額、1 ヵ月 のお金、年間所得 、貯蓄残高、そして
ローンの関数であ る。そして、この従属変数と独立変数の関係を線形関係にあるとみなして、統計
的に仮説を検証す る。
それを行うために、次の(D 式のような線形回帰方程式を設定する。この式は 、所持金額、1 ヵ月
のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてローンの変動がパソコン・ ＼-rプロの所有・非所有に影響を
与えるとい う意味になる。従属変数 がパ ソコン・ワープロの所有・非所有、独立変数 が所持金額、
卜Y
＝a 十b,X, 十b.×2十b3χ3十b4χ4十b5×5十s …(1)(Y
＝パソコン・ワープ ロの所 有・非所有、a ＝定数項、b.、b.、bs、b4、b5＝偏回帰係数、χ1―所
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持金額、X2 ＝1 ヵ月のお金、X3 ＝年間所得、Xi ＝貯蓄残高、Xs ＝ローン、 £こ攬 乱項）Y
＝0.661 十〇。00000200×1 十〇.00000106×2 －0.00447X ・3十〇。00513×4・十〇。017×5 ‥・(1）'
（0.070 ）（0.00000237 ） （0.00000102 レ （0.011 ） （0.012） （0.020 ） 標準誤差
（8.776 ）（0.843）(1.036 レ （-0.390 ） （0.432） （0.851)t 値(0.0001)
（0.4000 ）(0.3007) （0.6968 ） （0.6659 ） （0.3953 ）p 値 ・R'
ニ0.012F 値=0.831Prob ＞F0.5280n ―353 犬
まず、個 々の変数の偏 回帰係数 の有 意性や 大 きさを 調 べる前に、回 帰方程式 全 体 の有意 性を
チェックす る14)。それは、次の帰無仮説1 と対立仮説1 を検定することによってなされる。
帰無仮説ト:bi ＝bz ＝bs ＝ba ＝ba ＝0 対立仮説！:b, 、bs、b3、b4、bs≠0
この帰無仮説1 は、すべての偏回帰係数b, 、b.、b3、b4、bsはO である、すなわち、Λ ずヽれの偏回
帰係数も従属変数の説明にたいして何ら貢献していないとい う意味である。対立仮説1 は、これら
の偏回帰係数は同時にO でない（少なくとも 工つはO でない）とい う意味である。F
値は0.831 を示してお り、自由度に比較してあまり大きい数値とは 言えない。 そ れはや っと確
率0.5280 、すなわち52.8 ％のレベルで棄却域に含まれることになる。よって、帰無仮説1 は棄却す
ることは できない。この線形回帰方程式モデルは有効でないと統計的に結論づけ ることになる。そ
の結果、この回帰方程式を分析す るごとは意味があるとは言えないので、□ここでパソコン・ワープ
ロの分析は終了する。
独立変数である所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてローンの変動が、従属変
数であるパソコン・ワープ ロの所有・非所有に影響を与えるとい うモデルを設定した。しかし、こ
のモデル自体が有効でなかったので、この うちのどの独立変 数がどの程度従属変数 に影響を与える
かとい うことは、分析できない。 よって、仮説： 『高価格製品の場合、所持金額、1 ヵ月 のお金、
年間所得い 貯蓄残高、ローンのうち、その購買に大きな影響を与える所得は、年 間所得であ る』は
このモデルにおいては、検証することはできなかった。
今度は同じモデルを自動車の運転免許証 の所有・非所有に適用して、分析を行ってみる。
（2）自動車の運転免許証の分析 ＜
パソコン・ワープロの分析と同様に、「消費者の経済的要因である所持金額、1 ヵ月のお金、年間
所得、ノ貯蓄残高、そしてローンの変動が、消費者の自動車の運転免許証の所有・非所有の変動に影
響を与える］という操作モデルを設定したノ レ
具体的には、次の（2）式のような線形回帰方程式を設定した。この式は、所持金 額√1 ヵ月のお
金、年間所得、貯蓄残高、そ七てローンの変動が自動車の運転免許証の所有・非所有に影響を与え
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るとい う意味になる。従属変数が自動車の運転免許証の所有・非所有、独立変数が所 持金額、1 ヵ
月 のお金、年間所得、貯蓄残高、そ七てローンの5 つであるふ ……ト しY
＝a 十b,X 汗hiX 汁b3 ×3＋b4×4十bs×5十s ‥・（2）
（Y ＝自動車の運転免許証 の所 有・非所有、a ＝定数項、b、 b^、b3、b4、b5＝偏回帰係数、X, ＝所
持金額、X? ―レY
＝0.240 十〇。00000299×1 十〇。00000316×2 十〇.00509×3 十〇.00043・OX4 十〇。on×5一・‥（2）'
（0.073 ）（0.0000250 ） （Oj ）0000108） （0.012 ） （0.013 ） （0.021) 標準誤差
（3.270)(1.195 ） （2.919 ）ニ(0.421 ） （0.034 ） （0.536 ）t 値CO.0012
）（Q.2330 ）(0.0037 ） （0.6743 ） （0.9727 ） （0.5921)p 値 犬 ・=
十R' ＝0.044AdiR' ＝0.030F 値＝3.170Prob ＞F0.0082n= ヰ353 ト
先と同様に、個々の変数の偏回帰係数の有意性や大 きさを調べる前に、回帰方程式 全体の有意性
を チェックする。次の帰無仮説1 と対立仮説1 を検定する。 ト ＝ … ……
帰無仮説1:bi ＝b2 ＝b3 ＝b4 ＝b5 ＝0 対立仮説卜:b, 、b2、b3、h.、bs≠O ‥‥‥ ‥‥ ‥F
値 は3.170 を示してお り、確率0.0082 のレベルで棄却域に含 まれる。したがってレ帰無仮説1 を
棄却し、対立仮説1 を採択することがで きるノよっ七、この回帰方程式は、0.8％ 水準のレベルで有
意と判断できる。この回帰方程式を分析することは意味があ るといえるノ 十 ト
そこで今度は、偏回帰係数b, 、b2.b, 、b,、b,を個 々に検討することに よって、個々の変 数の統計
的有意性を検定する。次の帰無仮説と対立仮説を検定することになる。 十 十
し帰無仮説2 ：b1＝O 、対立仮説2:b, ≠O 、帰無仮説3:b2 こ0 、対立仮説3 ：b^≠O ダ
帰無仮説4 ：b3＝O 、対立仮説4 ：b3≠O 、△帰無仮説5 ：b4＝0 、対立仮説5 ：b.≠0
帰無仮説6 ：b5＝O 、対立仮説6 ：bs≠O ニ ニ
帰無仮説2 は、づ 所持金額の変動は、自動車の運転免許証の所有・ヽ非所有の変 動に 影響を 与えな
い」とい うものである。対立仮説2 は、「所 持金額の変動は、自動車の運転免許証の所有・非所有の
変動に影響を与える卜 というものである。帰無仮説3 は、「1 ヵ月のお金の変動は、自動車の運転免
許証の所有・非所有の変動に影響を与えない」とい うものである。対立仮説3 は、「1 ヵ月のお金の
変動は、自動 車の運転免許証の所有 ・非所有の変動に影響を与える」とい うも のである、帰無仮説4
は、「年間所得の変動は、自動車の運転免許証の所 有・非所有の変動に影響を与えない」とい うも
のである。対立仮説4 は、「年間所得 の変動は、自動車の運転免許証の所有・非所有の変動に影響を
与え る」とい うものである。帰無仮説5 は、「貯蓄残高の変動は、自動 車の運転免許証 の所有 ・非所
有 の変動に影響を与えない」とい い
免許証の所有（m 所有の変 動に影響を与える①乏い うものである。帰無仮説6lit 、「P ーブ の変動
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は、自動車の運転免許証の所有・非所有の変動に影響を与えない」というものである。対立仮説6
は、「ローシの変動は、自動車の運転免許証の所有・非所有の変動に影響を与える」とい うものであ
る。
偏回帰係数b,のt 値はレ195、bjのt 値は2.919、b3のt 値は0.421、b,のt 値は0.034、bsのt 値
は0.536である。両側検定で、それらt 値は、それぞれ0.2330、0.0037、0.6743、0.9727、0.5921の
確率で棄却域に入る。これらの数値を見ると、偏回帰係数b^が0.37％水準以上で統計的に有意であ
る。他の偏回帰係数は、ほとんど有意ではない。よって、帰無仮説2 は棄却され、対立仮説2 が、
完全に採択される。帰無仮説1 、3 、4 、そして5 は棄却することはできない。
よって、統計的なF 検定とt 検定によると、仮説：『高価格製品の場合。所持金額。1 ヵ月のお
金、年間所得、貯蓄残高、ローンのうぢ、その購買に大きな影響を与える所得は、年間所得であ
る』は、今回の自動車の運転免許証の分析においては支持できない。そしてさらに、この仮説を補
足する「貯蓄残高とローンが、次に大きな影響力をもっているであろう」ということも支持できな
いことがわかった。
結果的には、1 ヵ月のお金が自動車運転免許証の所有・非所有に大きな影響を与えているという
ことになった。
5. 実証分析2 ∇
ここまで、最初に立てた仮説：『高価格製品の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄
残高、ローンのうち、その購買に大きな影響を与える所得は、年間所得である』を検証することを
試みてきた。しかし、それを検証するためのモデル自体に説明力の問題があり、期待した通りの結
果は出てこなかった。
そこで今度は、高価格の製品を1 つ取り上げるという方法から、視点を変えて、複数の製品を取
り上げるという方法を試みることにする。具体的には、従属変数を単一製品から複数の製品の所有
種類数にすることにより、所得と購買行動の関係を探究することになる。 犬
常識的に判断するならば、多くの製品を購入するためには多くのお金を必要とする。それは、購
入単価が大きい程、そしてそれら購入する製品の数が多くなるほど、必要とする金額総量は大きく
なる15)。したがって、そこにおいて大きな影響力を持つのぱ、小さな金額単位の所持金額、ないしは1
ヵ月のお金というよりも、大きな金額単位あるいは大きな金額単位に成りうる年間所得、貯蓄残
高、そしてロ―ンであろうと推論できる16）。この推論の下に、下記の仮説を検証する。
仮説： 万複数の製品種類の購買の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、p ーン
のうち、その購買に大きな影響を与・える所得は、年間所得であるJj ト
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（1） オーデ ィオ関連製品の分析
パソコン・ワープロや自動車の運転免許証の場合と同様に、「消費者の経済的要因 である所 持金
額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてローンの変動 が、消費者のオーディオ関連製品の
所有数の変動に影響を与える／ とい う操作 モデルを設定した。
オーデ ィオ関連製品の所有数＝f （所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、 ローン）
この操作モデルを元に、先と同様に、（3）式 の線形回帰方程式を設定した。 この式は、所持金額、1
ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてローンの変動がオーディオ関連製品の所有数に影響を
与えるとい う意味である。従属変数 がオ ーデ ィオ関連製品の所有数、独立変数 が所持金額√1 ヵ月
のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてp ーンの5 つである。従属変 数であるオーデ ィオ関連製品の
所有数は、CD フ レアヤー、ファミ＼コソ、液晶テレビ、 コニドレスヘ ッドホン、ヘ ッドホンステレ
オ、MD プレーヤー、レザ ーデ ィスクプ レーヤー、ビデオデッキ、8mm ・VHS ビデオカメラ、Bs
・cs チ ューナーの10製 品の うち、回答者の所有しているものに○をつけて もらい、その数を合
計したものである。 ちなみに、 オーディオ関連製品の平均所有数は、3.659 であった。Y
＝a 十b>X, 十h2×2十bsχ3十b4χ4十bsχ5十ε ‥・（3）
（Y ニオーディオ関連製品の所有数、a ＝定数項、bi、b.、bs、b-、b5＝偏 回帰 係数、x, ＝所持金
額、X 戸l ヵ月のお金、X3 ＝年間所得、X4 ＝貯蓄残高、X5= ローン、 £こ攬乱項）
この線形回帰方程式にデ ータをあてぱめ、回帰係数を求めた。それに付随す る諸数値は下記のよ
うになる。Y
＝2.666 十〇。0000102×1 十〇.00000517×2 十〇。090×3 ＋0.043×4 十〇。138×5 ・‥（3）'
（0.212 ）(0.00000723 ） （0。00000312） づ0.035) （0.036） べ0.060 ） 標準誤差
（12.577 ）(レ415 ） （l.656 ） （2.573) （1.182 ） （2.315 ）t 値 ト
十 （0.0001 ）（0.1578 ）(0.0986) （0.0105 ）（0.2380 ） （0.0212 ）p 値R'
こ0.075AdjR' ＝O 。062F 値＝5.648Prob ＞F0.0001n ＝354
個々の変数 の偏回帰係数 の有意性や大きさを調べる前に、回帰方程式全体の有意性をチェックす
る。手順 と帰無仮説は先と同様であ るので、結果だけを記述する。
今度の場合、F 値は5.648 を示 しており、この回帰方程式は、0.1 ％水準の高 レベルで有意と判断
できる。したがって、この回帰方程式を分析することは意味がある。分析を次に進める。
そこで今度は、偏回帰係数b, 、b.、b3、b4、bsを個 々に検討することによって、個々の変数の統計
的有意性を検定する。
偏回帰係数b, のt 値は1.415 、b. のt 値は1.656 、b3 のt 値は2.573 、b. のt 値 はL182 、bs のt 値
は2.315 である。両側検定で、それらt 値は、それぞれ0.1578 、0.0986 、0.0105 、0.2380 、0.0212 の
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確率で棄却域に入る。偏回帰係数baとb.が1 ～2 ％水準で統計的に有意である。b2が、甘く見て、10
％水準で統計的に有意である。偏回帰係数bよb4 は、有意ではない。
独立変数のうち、1 ヵ月のお金、年間所得、そしてpi―ンが、オーディオ関連製品の所有数に影
響を与える。所持金額と貯蓄は、影響を与えないということが統計的に言える。
統計的には有意でないものも含まれるが、上記の関係を今少し詳細に見るために、標準偏回帰係
数を算出した。(3ト 式´参照。それにより、独立変数である所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯
蓄残高、そしてロニ ソのオーディオ関連製品の所有数にたいする相対的影響度の大きさを見ること
ができる。Y
＝0.077×1 十〇。092×2 十〇。136×3 十〇.063×4 十〇。123×5 ‥べ3）"
この標準偏回帰係数を見ると、所持金額の係数が0.077、1 ヵ月のお金のそれは0.092、年間所得
のそれは0.136、貯蓄残高のそれは0.063、ローンのそれは0.123を示している。年間所得とローンの
標準偏回帰係数の数値が、大きい。次いで、1 ヵ月のお金、所持金額、貯蓄残高という順になる。
相対的に比較すると、2 倍弱程度、年間所得とp ーンが1 ヵ月のお金、所持金額、そして貯蓄残高
よりもオーディオ関連製品の所有数にたいして大きな影響力を持っていると言える。
よって、統計的なt検定によっても、また標準回帰係数による数値的な比較によっても、仮説：
『複数の製品種類の購買の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、P ーンのうち、
その購買に大きな影響を与える所得は、年間所得である』は、ほぼ支持できる。年間所得に加えて、
ローンが大きな影響力を持っている。
（2) アウトドア関連製品の分析
先と同様に、「消費者の経済的要因である所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そして
ローンの変動が、消費者のアウトドア関連製品の所有数の変動に影響を与える」という操作モデル
を設定した。
アウトドア関連製品の所有数＝f （所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、ローン）
この操作モデルを元に、先と同様に、(4）式め線形回帰方程式を設定した。この式は、所持金額、1
ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてローンの変動がアヴトドア関連製品の所有数に影響を
与えるという意味である。従属変数がアウトドア関連製品の所有数、独立変数が所持金額、1 ヵ月
のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてローンの5 つである。従属変数であるアウトドア関連製品の
所有数は、デイパック、トレッキングシューズ、寝袋・シェラフ、テント、双眼鏡、トランシー
バー、バイク、一眼レフカメラ、登山・アウトドア用ナイフ、ナビゲーシ3 ンシステムのlO製品の
うち、回答者の所有しているものに○をつけてもらい、その数を合計したものである。ちなみに、
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アウトド ア関連製品の平均所有数は、1.460 であった。 しY
＝a 十b,×1十b2×2十baXa 十b4×4十h ×5十s ・‥（4） ニ ニ
（Y ＝アウトドア関連製品の所有数、a= 定数項、b,、b2・√b3、b4、b,＝偏 回帰 係数、Xi ―所持 金
額、X2 ＝1 ヵ月のお金、X3 ＝年間所得、X4 ＝貯蓄残高、X5 ＝ローン、 £―攬乱項）=
この線形回帰方程式にデ ータをあてはめ、回帰係数を求めた。それに付随す る諸数値ぱ下記のよ
うになる。 ‥y 十
しY
＝0.568 －0.00000550 ×1-0.000000186 ×2 十〇。079×3 十〇。108×4 十〇。219×5 ‥ べ4ド ：
（0.215 ）（0,00000732 ） （0.00000316 ） （0.035 ） （0.037 ） （0.060 ） 標準誤差尚
（2.648 ）（-0.752 ） （-0.059)(2.228 ） （2.941 ） く3.624）t 値
（0.0085 ）（0.4525 ） （0.9531 ） （0.0265 ）（0.0035 ） （0.0003 ）p 値 しR'
＝0.074AdiR' ＝0.061F 値＝5.566Prob ＞F0.000 ト ニn ＝354 犬
個々の変数の偏回帰係数の有意性や大きさを調べる前に、回帰方程式全体の有意性をjチェックす
る。手順と帰無仮説は先と同様であるので、結果だけを記述する。 ◇ … …
今度の場合、F 値は5.566 を示しており、この回帰方程式は、0.1 ％水準の高 レベルで有意と判断
できる。したがって、この回帰方程式を分析することは意味がある。分析を次に進める。
そこで今度は、偏回帰係数b, 、b2、bs、b4、bsを個々に検討することに よって、個々の変数の統計
的有意性を検定する。 ニ ニ
偏回帰係数b, のt 値は-0.752 、b2 のt 値は-0.059 、b3 のt 値は2.228 、b4 のt 値 は2.941 、b. のt
値は3.624 であ る。両側検定で、それらt 値は、それぞれ0.4525 、0.9531 、0.0265 、0.0035 、0.0003
の確率で棄却域に入 る。したがって、偏回帰係数b, が0.03 ％水準で統計的に有意である。偏回帰係
数b, が0.35 ％水準で統計的に有意である。偏回帰係数b3 が2.65 ％水準で統計的jに有意であ 石。偏回
帰係数b. とb. は、有意ではない。 ‥‥‥‥ ‥ ＝犬
独立変数の うち年間所得、貯蓄、そしてローンが、 アウトドア関連製品の所有数に影響を与える。
所持金額と1 ヵ月のお 金は、・影響を与えないとい うこ とが統計的に言え る。
統計的には有意でないものも含まれるが、上記の関係を今少し詳細に見るために、標準偏回帰係
数を算出した√（4）イ式参照。それに より、独立変数である所持金額レ1 ヵ月のお金、年間所得、貯
蓄残高、そ七てローンのアウトドア関連製品の所有数にたいするj相対的影響度 の大きさを見るごと
ができる。 上 ニ ‥‥‥‥ ‥ ‥ ‥‥Y
＝－0.041X1 －0.00329 ×2 十〇.118×3 十〇。156X・4十〇.193X・5し・・・（4）'f・ ト
この標準偏回帰係数を見ると、所持金額の係数が-0.041 、1 ぷ月のお金のそれぱ-0.00329 、年間
所得のそれは0.118 、貯蓄残高のそれは0.156 、ローンのそれは0.193 を示している。年間所得、貯蓄
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残高、そしてロ ―ンの数値が、相対的に大きい。
ここで、所持金額と1 ヵ月のお金の標準偏回帰係数がマイナスを示している（元の偏回帰係数も
マイナスである）。これは、所持金額あるいは1 ヵ月のお金の数値が大きい程、アウトドア関連製品
の所有数が少なくなるということを示唆するものである。通常は、このように係数を読み取る。し
かし、今回の場合はこれら所持金額と1 ヵ月のお金の標準偏回帰係数の数値が非常に小さいものな
ので、そしてもちろん、もともとt 検定によってこれら偏回帰係数が統計的に有意でないというこ
とがわかっているので、これら偏回帰係数にたいする評価、判断はしてはいけないものである。し
たがって、本論ではここでのこれら所持金額と1 ヵ月のお金の係数については、何ら判断はしたい
ことにする。
よって、統計的なt検定により、そして標準回帰係数による数値的な比較によると、年間所得、貯
蓄残高、そしてP ーンがアウトドア関連製品の所有数にたいして大きな影響力を持っている。それ
は、一部仮説に反して、年間所得以外に貯蓄残高とP ーンもそれにたいして同程度に影響力を持っ
ていることを示しているノ
したがって、アウトドア関連製品の分析では、仮説：『複数の製品種類の購買の場合、所持金額、1
ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、ローンのうち、その購買に大きな影響を与える所得は、年間
所得である』は、次のように修正する必要がある。
『複数の製品種類の購買の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、ローンのうち、
その購買に大きな影響を与える所得は、年間所得、貯蓄残高、そしてp ーンである』
この結果を、消費者行動論的に解釈すると、次のようになる。現在の所得制約である年間所得、
過去の所得であり現在の所得制約を緩めることができる貯蓄、未来の所得であり現在の所得制約を
緩めることができるp ーンを全て動員することによって、言葉を代えると積極的に利用することに
よって、消費者は自身のアウトドアライフをエンジョイするという姿が読み取れる。
このことから、所得制約が、以前ほど固定的でないということが類推できる。従来、経済学等で
言われている効用極大化とそれに関わる所得制約が、消費者の欲求の強さによっては緩められる方
向に変動可能であることが示唆されるのである。所得制約は、あらゆる場合に全く固定的であると
は言えない1≒ 犬 っ
お わりに
購入しようとする製品の価格の高低に応じて、消費者の所得制約の内容が違ってくると考えた。
高価格の製品を購買するとき、考慮する所得は過去の所得や未来の所得を含めた年間所得ベースの
大きな単位のものである。中価格の製品を購買するとき、考慮する所得は、月々の給料や給料日ま
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での現金（預金）残高である。低価格の製品を購買するとき、考慮する所得は、その時の所持金す
なわちサイフの中のお金、あるいはポケットの中にあるお金の額である。
これらの考察のもとに、いままで、低価格の製品と中価格の製品に関して、以前の論文において
拙論を展開し、実証分析を行ってきた。そこで、今回は分析を高価格の製品に限定した。次の仮説
を設定した。
仮説：『高価格製品の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、ローンのうち、そ
の購買に大きな影響を与える所得は、年間所得である』
この仮説を検証するために、線形重回帰方程式モデルを設定した。パソコン・ワープロと自動車
の運転免許証を高価格製品として採用した。したがって、従属変数はパソコン・ワープロの所有・
非所有と自動車の運転免許証の所有・非所有である。この従属変数を説明する独立変数は、所持金
額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、そしてロ―ンの5 つ である。
得られたデータに基づき回帰分析の計算を行った。そして、回帰方程式全体の説明力に関わるF
検定、そして個々の偏回帰係数の統計的有意性をみるt 検定、そして標準偏回帰係数の数値を相対
的に評価することにより、仮説を検証した。
それによると、パソコン・ワープロに関する検証は、検証モデル自体の説明力不足から、うまく
いかなかった。一方、自動車の運転免許証に関する検証によると、仮説は支持できなかった。結果
的には、1 ヵ月のお金が自動車運転免許証の所有・非所有に大きな影響を与えているということに
なった。
そこで、視点を変えて、さらなる分析を行った。高価格の製品を1 つ取り上げるという方法から、
複数の製品を取り上げるという方法である。具体的には、従属変数を単一製品から複数の製品の所
有種類数にすることにより、所得と購買行動の関係を探究した。採用した製品種類は、オーディオ
関連製品とアウトドア関連製品の2 つのタイプの製品種類である。そこにおいては、次の仮説を設
定して分析を進めた。
仮説：『複数の製品種類の購買の場合、所持金額、1 ヵ月のお金、年間所得、貯蓄残高、ローブ
のうち、その購買に大きな影響を与える所得は、年間所得である』
オーディオ関連製品の場合、この仮説は、ほぼ支持できた。そして、それは年間所得に加えて、P
ーンが大きな影響力を持っていることも示していた。アウトドア関連製品の場合は、年間所得に
加えて、貯蓄残高とローンがその購買に大きな影響を与えていた。
最後に、仮説の検証とは直接につながらないが、次のことを派生的に結論づけた。上述の結果を、
消費者行動論的に解釈し、所得制約が、以前ほど固定的でないことを類推したのである。=従来、経
済学等で言われている効用極大化に関わる固定的な所得制約が、消費者の欲求の強さによっては変
動的であることを指摘できる。
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